
局 部 課

3 年度

9

10

当該指標を選定した理由
ものづくりチャレンジ補助金は、本市の製品技術開発支援の目玉の補助金である。コロナ禍が続き、情勢は厳

しいものの、本市唯一の研究開発用補助金であり、製品開発を行おうとする事業者数の目安になる。

目標値の設定根拠・算出方法 堺市ものづくり新事業チャレンジ支援補助金申請件数

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
実績 目標

目標値 15 15 10

実績値 20 6

達成率 133% 40%

目標値の設定根拠・算出方法 経済産業省の同種の補助金・委託費の達成指標を参考に設定

実績値 75 75

達成率 94% 94%

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和7年度 

点検年度

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
実績 目標 目標

補助金採択事業のうち、事業化・商品化

したか技術的課題の解決や高度な研究開

発につながった事業の累計割合

%

目標値 80 80 80 80

当該指標を選定した理由
上記成果指標が、製品開発を行おうとする事業者である一方、実際取組を終え、新たな事業・イノベーション

に繋がるものとして有用な指標である。

令和元年度 令和2年度 令和3年度

補助金申請件数 件

Ⅱ．事業目的の達成状況

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主として補助事業により製品・技術開発を支援するとともに、専任コーディネータによる企業訪問やヒアリング等を通じた、

市内中小企業の技術開発ニーズの掘り起こし、事業化・製品化に向けたハンズオン支援を実施している。

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 市内企業等

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

市内中小企業者

公民連携・協働事業

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

中小企業の核となる優位な製品・技術の開発を支援し、中小企業の製品・技術の高付加価値化や新分野進出の円

滑化を図ることを目的とする。

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

堺市・堺市産業振興センター

点検年度 令和 7 年度

2 関連計画 堺市産業振興アクションプラン

事業開始年度 平成 14

無 現状値 ― 目標値 ―

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

有・無

寄与

する

KPI

ゴール

有・無 指標名

実施根拠
堺市ものづくり新事業チャレンジ支援補助金交付要綱　等

（根拠法令、条例等）

指標名 イノベーション創出につながる事業数

100件(2021～25年度の累計)

8.2

―

施策4.人や企業をを惹きつける都市魅力 ～Attractive～ (4) 成長産業や新事業を生み出すイノベーションの創出

取組の方向性 ②中小企業による新事業の創出

ゴール⑻働きがいも経済成長も ターゲット

寄与

する

KPI

有・無

有 現状値 74件(5年(2015～19年度)の累計) 目標値

有

4

事業の概要

特に基準が設けられ実施している事業ではない。

Ⅰ．基本情報

有 取組 成長産業分野などにおける企業の研究開発促進

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略

事務事業名 製品・技術開発支援事業 事業番号 015-018

担当部署名 産業振興 商工労働 ものづくり支援

令和３年度　事務事業評価シート（１）

[ 令和2年度事務事業 ]
一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業



（ ）

14

15

うち

一般財源

11

106 106 R3 予算

単位区　　分 令和元年度

5

29,827

5,965,400

令和2年度

3

20,060

6,686,667

R3 予算

R2

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

19

堺市基本計画2025の重点戦略「人や企業を惹きつける都市魅力」の施策「成長産業や新事業を生み出すイノベーションの創出」の関連事業と位

置付けている。具体的には、「スタートアップの創出・支援」「技術製品開発支援」「中百舌鳥エリアへの企業誘致」が本施策の取組の方向性であり、

技術製品開発支援を行う事業が本事業である。

基本計画では、イノベーションの創出に繋がる事業数(2021～25年度の累計100件)をKPIに掲げており、当該事業を通じ、新事業ものづくりチャレン

ジ補助金で製品開発に至ったケースや、センターの伴走型支援で結果に繋がったケースなど、製品開発の側面からイノベーションの創出に繋がるものが

KPIに寄与する。

Ⅴ．評価
費用対効果に係る所見

18

令和2年度は、ものづくりチャレンジ補助金の予算額が減額となったたことに伴い、採択件数が5件から3件に減少。それにより、単位当たり経費が増加

している。予算の増額は出来なかったが、事業者の開発支援の裾野を広げるという観点から、補助上限額を見直し、令和3年度は採択予定件数を5

件に戻している。

③ 単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位

② 上記①にかかる年間経費 千円

備考（算出についての説明等） 年間経費は、ものづくりチャレンジ支援補助に人件費を加えた額

会場等借上料（枠）
R2 決算 0 0 R2 決算

① 補助金採択件数(ものづくりチャレンジ補助金) 件

Ⅳ．事業の効率性
単位当たり経費

17

R3 予算 0 0 R3 予算
スマートものづくり導入支援補助

R2 決算 1,325 1,325 決算

第二創業促進支援事業
R2 決算 4,800 4,800 R2 決算

技術開発支援コーディネート事業

委託

R3 予算 0 0 R3 予算

ものづくり新事業チャレンジ支援補

助

R2 決算 14,890 14,890 中小企業者等支援事業審査会

委員報酬

R2 決算

事業費

11

R3 予算 15,000 15,000 R3 予算 102

16

事

業

費

内

訳

項　　　目 年度 事業費
うち

一般財源
項　　　目 年度

102

R2 決算

R3 予算 1,000 1,000 R3 予算

R2 決算 1,000 1,000

年間経費(ｃ)=(a)+(ｂ) 42,396 36,371 36,689 27,195 27,118

事業費の内訳 （単位：千円）

一般財源 37,476 31,511 25,779 22,025 16,208

人件費  （ｂ） 4,920 4,860 10,910 5,170 10,910

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他

財

源

内

訳

国支出金

37,476 31,511 25,779 22,025 16,208

府支出金　

決算 決算 予算 決算 予算

13

項　　　目
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

Ⅲ．投入量
事業コスト （単位：千円）

事業費  (a)

市債

事務事業名 製品・技術開発支援事業 事業番号 015-018

令和3年度　事務事業評価シート（２）


